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協同学習における動機づけ調整方略と行動的エンゲージメントの関連 
―Relative Weight Analysis による検討― 
Relationship between motivational regulation strategies and behavioral 
engagement in cooperative learning: A Relative Weight Analysis 
 
梅本貴豊（京都外国語大学外国語学部） 
田中健史朗（山梨大学教育学部） 
矢田尚也（関西大学教育推進部） 
 
Abstract 
This study examined the relationship between motivational regulation strategies and behavioral 
engagement in cooperative learning using a relative weight analysis. By using relative weight 
analysis, the relative importance of multiple predictor variables in a regression model was clarified. 
A self-report questionnaire was administered twice to undergraduates who participated in a lecture 
including cooperative learning activities at two universities. In this study, five motivational 
regulation strategies were measured: active interaction, task value, enhancement of the sense of duty, 
self-consequating, and structuring learning activities. The results of the relative weight analysis 
indicated that active interaction strategies and behavioral engagement (Time 1) were more effective 
in behavioral engagement (Time 2) than the other four motivational regulation strategies. The effects 
of motivational regulation strategies on behavioral engagement in cooperative learning were 
discussed in light of the present findings. 
 
キーワード 動機づけ調整方略、協同学習、行動的エンゲージメント、relative weight analysis、自己
調整学習／motivational regulation strategies, cooperative learning, behavioral engagement, relative 
weight analysis, self-regulated learning. 
 
1. 問題と目的 
1.1 アクティブ・ラーニングと協同学習 
近年、わが国ではアクティブ・ラーニングの推
奨などによって（文部科学省, 2012）、他者と学習
する機会が増えている。文部科学省（2016）がア
クティブ・ラーニングを「主体的・対話的で深い
学び」と位置づけていることからも、教育場面に
おいて他者と積極的に関わりながら学習を行う重
要性が強調されていることが分かる。 
こういった他者との学びは、教育心理学におい
て「協同学習」として研究されている。協同学習
では、学習者は小グループを構成し、自分自身の
学習および仲間の学習を最大化するように、とも
に学んでいく（Johnson, Johnson, & Smith, 
 
1991）。先行研究では、こういった協同学習の有用
性が示されており（e.g., Johnson, Johnson, & 
Smith, 1998）、これから教育現場においてますま
す重要視されていくものと考えられる。そのため、
よりよい教育を考えるためにも、こういった協同
学習に関する研究知見を積み重ねることが急務で
ある。 
 
1.2 動機づけ調整 
人は学習に対して、常に意欲的に取り組めるで
あろうか。確かに、学習内容に興味を持ち、高い
動機づけを有して積極的に学習を進めていくこと
もある。しかしながら、学習内容の難しさや、退
屈さなどによって、動機づけは容易に低下してし
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まうだろう。そのため、こういった場合、学習を
続けるためにも、学習者が積極的に自らの動機づ
けを調整する必要がある。 
自律的な学習プロセスの解明を目指す自己調整
学習（Zimmerman & Schunk, 2011）において、
こういった側面は、動機づけ調整として研究され
ている（e.g., Wolters, 2011）。これまでの研究に
よって、学習者は、学習内容の興味のある部分に
注目する動機づけ調整方略や、学習後の報酬を用
意する動機づけ調整方略などを用いて、自身の動
機づけを調整していることが示されている（e.g., 
Schwinger, Steinmayr, & Spinath, 2009; 梅本・
田中, 2012; Wolters, 1998）。さらに、この動機づ
け調整方略が積極的な学習を導くことが示されて
いる（e.g., Grunschel, Schwinger, Steinmayr, & 
Fries, 2016; 伊藤・神藤 , 2003; Li, 2017; 
Schwinger & Stiensmeier-Pelster, 2012; 
Umemoto, 2015; 梅本・伊藤・田中, 2016; Wolters, 
1999; Wolters & Rosenthal, 2000）。すなわち、動
機づけが容易に低下してしまうといった困難な状
況のなかで自律的に学習を進めるためには、「動機
づけ調整」というプロセスがきわめて重要になる
と考えられる。 
他にも近年では、動機づけ調整に関する研究は、
多様な広がりを見せている。例えば、動機づけ調
整方略の量と質を区別し、調整の効果や努力、学
業達成との関連を検討したものや（Engelschalk, 
Steuer, & Dresel, 2017）、動機づけ調整を測定す
る短縮版尺度の作成（Kim, Brady, & Wolters, 
2018）、オンライン学習を対象とした動機づけ調
整方略と3つのエンゲージメントとの関連の検討
などが行われている（Park & Yun, 2018）。また、
具体的な動機づけの低下状況を示し、その状況に
対して呈示されたそれぞれの方略の適切さを評価
することで、動機づけ調整方略の条件的知識の測
定を試みる研究なども見られる（Bäulke, 
Eckerlein, & Dresel, 2018）。 
さて、学習中の動機づけの低下は、個人での学
習だけではなく、協同学習においても同様であろ
う。つまり、他者と学習するなかにおいても、や
はり常に高い動機づけを持ち続けるのは困難であ
り、そういった状況では動機づけの調整が必要と
なると考えられる。これまでの動機づけ調整研究
は、個人での学習場面を対象にしたものがほとん
どであったが（ e.g., Smit, de Brabander, 
Boekaerts, & Martens, 2017; Teng & Zhang, 
2018; Wolters & Benzon, 2013）、梅本・田中・矢
田（2018）は、協同学習場面に着目して動機づけ
調整方略を測定する尺度を作成し、5 つの方略を
見いだしている。1 つ目の方略は、積極的交流方
略であり、他者と積極的に関わることでやる気を
調整する方略である。2 つ目は、課題価値方略で
あり、学習内容への価値づけを高めることでやる
気を調整する方略である。3 つ目は、義務感高揚
方略であり、他者に迷惑をかけられないといった
ように、学習への義務感を高めることでやる気を
調整する方略である。4 つ目は、自己報酬方略で
あり、学習後のご褒美を想定するなどによってや
る気を調整する方略である。5 つ目は、学習活動
構造化方略であり、役割分担や計画立案などによ
って学習活動を構造化することでやる気を調整す
る方略である。 
 
1.3 相対的な重要性 
協同学習場面において、以上のような 5つの動
機づけ調整方略が見いだされているが、それぞれ
の方略は、学習行動に対してどれだけ相対的な重
要性を持つのであろうか。学習行動に対する動機
づけ調整方略の相対的な重要性を明確にすること
は、教育的介入を考えた際に、きわめて重要なこ
とであろう。つまり、介入の際に、どの方略をよ
り優先的に教授するかなどの指針となるからであ
る。そこで、本研究では、動機づけ調整方略が学
習行動に与える相対的な影響を明らかにするため、
重回帰分析に加えてRelative Weight Analysisを
用いて検討を行う。 
従属変数に対する独立変数の相対的な重要性を
推測する際、多く見られるのは、重回帰分析にお
ける偏回帰係数を参照するものである。重回帰分
析は、他の独立変数が一定であるとしたときの、
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当該の独立変数が1単位分増加することで従属変
数がどの程度変化するのかについて興味があるな
らば、非常に有用な方法である。一方で、独立変
数間に相関がある際には、偏回帰係数を相対的な
重要性の指標として用いることは不十分であるこ
とが知られている（e.g., Darlington, 1968）。こう
いった場合によりよい方法として考えられるのが、
Relative Weight Analysis（以下、RWA）である
（e.g., Tonidandel & LeBreton, 2011）。 
RWA とは、当該の分析の独立変数によって説
明された従属変数の全分散のうち、それぞれの独
立変数がどれだけの分散を説明しているのかを計
算することで、独立変数の相対的な重要性を明ら
かにする分析である。分析の際には、独立変数ご
とに、相対的な重要性を表す指標であるRelative 
Weight が計算され、全ての独立変数の Relative 
Weightを加算したものは、回帰モデルの決定係数
（R2）と一致する。そして、それぞれのRelative 
Weightに対して信頼区間が算出されるが、分散を
表すRelative Weight はマイナスになることがな
いため、全て正の値になるように修正される。な
お、Relative Weight の有意性を検討するために
は、バイアスを修正した信頼区間が計算され、こ
の信頼区間に「0」が含まなければ有意であるとい
う判定を行う（Tonidandel & LeBreton, 2015）。 
Schwinger & Otterpohl（2017）は、このRWA
を用いて分析を行い、努力に対する 8つの動機づ
け調整方略の相対的な重要性を明らかにしている。
特に、動機づけ調整方略のように、それぞれの方
略の間に相互関連がある場合には、上述したよう
にそれぞれの独立変数の相対的な重要性を明らか
にする RWA が有用であると考えられる
（Schwinger & Otterpohl, 2017）。他にも、
Steinmayr, Weidinger, & Wigfield（2018）は、
RWAを用いて、Grit、パーソナリティ（Big Five）、
動機づけ、エンゲージメントの学業成績に対する
相対的な重要性を検討している。 
 
1.4 行動的エンゲージメント 
 今回の研究では、学習行動として、行動的エン
ゲージメントを取り上げる。エンゲージメントと
は、より状況的な学習への取り組みのあり方を捉
えようとする概念であり（鹿毛, 2013）、協同学習
という場面における取り組みの測定についても応
用できると考えられる。エンゲージメントは具体
的に、行動的側面、認知的側面、感情的側面の 3
つに区分されることが多い（e.g., Christenson, 
Reschly, & Wylie, 2012）。行動的エンゲージメン
トとは、学習や学習課題に関する関与、努力や持
続性、忍耐を含む概念である（Fredricks, 
Blumenfeld, & Paris, 2004）。個人学習場面にお
いて、行動的エンゲージメントが学業成績を直接
的に規定することが示されており、学習における
その重要性がうかがえる（Steinmayr et al., 2018; 
梅本他, 2016）。そのため、行動的エンゲージメン
トを促すための介入につなげるといった意味でも、
行動的エンゲージメントに対する動機づけ調整方
略の相対的な重要性を明らかにすることは、意義
があると考えられる。 
なお、本研究では大学生を対象とし、2 回の縦
断的調査を用いて検討を行う。近年、大学生を対
象とした自己調整学習研究の重要性も指摘されて
おり（Nilson, 2013 美馬・伊藤監訳 2017）、大学
生を対象とした研究知見を積み重ねることも必要
であると考えられる。また、動機づけ調整方略と
行動的エンゲージメントとの因果関係をより明確
化するためにも、縦断的な調査によって検討を行
うことは重要であろう。その際に、実際に協同学
習を含む授業を受講している大学生を対象として
調査を行う。 
 
2. 方法 
2.1 手続きおよび研究参加者 
2016年 12 月および1月に、2つの大学の学生
63 名に対して、協同学習を含むそれぞれの授業の
なかで 2回の縦断的な調査を行った。A大学（27
名）については、1回目の調査のあと、2週間後に
2回目の調査が行われた。B 大学（36名）につい
ては、1 回目の調査のあと、約 3 週間分の長期休
みを挟み、5週間後に2回目の調査が行われた。 
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それぞれの大学において、調査の間に 2回の協
同学習を含む授業が行われた。A 大学では、小グ
ループごとに与えられたトピック（現在の教育に
対する課題）について調べてまとめるという内容
で協同学習が行われた。また、調べた結果につい
てグループごとに1回のプレゼンテーションが行
われた。加えて、それぞれのプレゼンテーション
が行われるごとに、小グループで討議を行った。
プレゼンテーションは5回実施され、最終的には、
プレゼンテーションおよび授業内で行われた体験
学習を通しての学びについて、それぞれのグルー
プごとに報告書を作成した。 
B 大学では、小グループごとに当該の心理学系
授業に関する概念やトピックを 1つ選択し、詳し
く調べてまとめるという内容で協同学習が行われ
た。なお、2 回目の調査の翌週には、グループご
とにまとめた内容のプレゼンテーションが行われ
た。 
分析には、2回の調査に参加した 57名（男性13
名、女性 44名; 平均年齢19.39、 標準偏差1.91）
のデータが用いられた。 
 
2.2 調査内容 
第1回目調査（Time 1） 協同学習における動
機づけ調整方略については、梅本他（2018）の尺
度を用いた。この尺度には、下位尺度として5つ
の動機づけ調整方略が含まれた。積極的交流方略
（12 項目）の項目例は、「グループの人たちと連
携して取り組む」、課題価値方略（7項目）の項目
例は、「学習内容で興味のある部分を見つける」、
義務感高揚方略（8項目）の項目例は、「自分だけ
やらないわけにはいかないと考える」、自己報酬方
略（6項目）の項目例は、「学習が終わった後の自
分へのご褒美を考える」、学習活動構造化方略（5
項目）の項目例は、「役割分担を行う」であった。 
行動的エンゲージメントについては、梅本他
（2018）の尺度を用いた（5項目）。項目例は、「私
は協同学習中、議論に参加している」であった。 
第2回目調査（Time 2） Time 1と同様に行動
的エンゲージメントが測定された（5項目）。 
当該の授業を含む現在の協同学習における取り
組みについて、いずれの尺度にも 5件法（「よくあ
てはまる」から「全くあてはまらない」まで）で
回答を求めた。なお、RWA以外の分析には、統計
分析ソフトR（ver.3.3.1）を用いた。 
 
2.3 倫理的配慮 
 本研究では、以下に述べるように研究参加者に
対する倫理的配慮を行った。まず、質問紙のフェ
ースシートに、「回答に正解、不正解はないこと」
「答えたくない質問があった場合は答えてなくて
も良いこと」「調査内容は統計的に処理されるため
プライバシーの問題はないこと」などを明記した。
そして、調査に協力することに同意する人には「同
意します」という項目にチェックを、同意できな
い人には「同意しません」という項目にチェック
をするように求めた。また、「同意します」という
項目にチェックをせずに回答した場合には、同意
したとみなすことを明記した。 
 
3. 結果 
3.1 尺度構成 
 まず、先行研究に従い、それぞれの下位尺度を
構成した。α 係数を算出したところ、学習活動構
造化方略についてはやや値が低かったが、それぞ
れ一定の値が得られた。そのため、各項目の加算
Mean SD α
積極的交流方略 3.61 0.44 .80
課題価値方略 3.57 0.61 .82
義務感高揚方略 4.05 0.46 .76
自己報酬方略 3.66 0.72 .82
学習活動構造化方略 3.35 0.59 .66
行動的エンゲージメントTime 1 3.69 0.48 .77
行動的エンゲージメントTime 2 3.77 0.54 .83
Table 1　各下位尺度の平均値，標準偏差およびα係数
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平均を用いて下位尺度得点を算出した。各下位尺
度の平均値、標準偏差および α係数をTable 1 に
示す。また、各下位尺度間の相関分析の結果を
Table 2 に示す。先行研究（e.g., Schwinger & 
Otterpohl, 2017）と同様に、多くの動機づけ調整
方略間に相関がみられた。 
次に、各下位尺度の大学差を検討するために、
大学を独立変数、各下位尺度を従属変数とした対
応のない t 検定を行った。その結果、いずれにお
いても有意な差は見られず、効果量も小さいもの
であった（Table 3）。この結果から、各下位尺度
の平均値については2つの大学間でさほど違いが
ないことが示された。 
 
3.2 動機づけ調整方略と行動的エンゲージメン
トの関連 
 協同学習における動機づけ調整方略の行動的エ
ンゲージメントに対する相対的な重要性を検討す
るため、5 つの動機づけ調整方略を独立変数、大
学（A大学を 0に、B大学を 1としてダミーコー
ド化）と Time 1 の行動的エンゲージメントを統
制変数、Time 2の行動的エンゲージメントを従属
変数として RWA を行った（Table 4）。この分析
に際して、RWA-Web を用いた（Tonidandel & 
LeBreton, 2015）。Relative Weight（RW）の信頼
区間の算出および有意性の検定には、Tonidandel, 
LeBreton, & Johnson（2009）の推奨に基づき、
10000回の繰り返しによるブートストラップ法を
用いた。また、分析には 95%信頼区間を用いた。 
分析の結果、5 つの独立変数および 2 つの統制
変数によって、従属変数の全分散の約 4割が説明
されていた（R2 = .42）。また、積極的交流方略お
1 積極的交流方略
2 課題価値方略 .50 ***
3 義務感高揚方略 .43 *** .40 **
4 自己報酬方略 -.10 -.09 .11
5 学習活動構造化方略 .44 *** .54 *** .35 ** .04
6 行動的エンゲージメントTime 1 .45 *** .45 *** .40 ** .17 .62 ***
7 行動的エンゲージメントTime 2 .51 *** .31 * .40 ** .14 .48 *** .52 ***
Table 2　相関分析結果
*p <.05, **p <.01, ***p <.001
654321
Mean SD Mean SD
積極的交流方略 3.56 0.43 3.65 0.46 -0.79 0.20
課題価値方略 3.49 0.55 3.63 0.65 -0.85 0.23
義務感高揚方略 4.03 0.54 4.07 0.39 -0.33 0.09
自己報酬方略 3.74 0.75 3.60 0.69 0.73 0.19
学習活動構造化方略 3.33 0.64 3.36 0.56 -0.22 0.05
行動的エンゲージメントTime 1 3.67 0.54 3.70 0.43 -0.22 0.06
行動的エンゲージメントTime 2 3.78 0.56 3.76 0.54 0.19 0.04
A大学（n =25） B大学（n =32） t値 Hedges'g
Table 3　大学を独立変数としたt検定結果
Predictor SE CI-L CI-U %
積極的交流方略 .42 * .17 .34 .133 * .034 .343 31.71
課題価値方略 -.09 .13 -.10 .022 .005 .052 5.16
義務感高揚方略 .15 .15 .13 .057 .011 .153 13.46
自己報酬方略 .08 .09 .10 .016 .002 .080 3.80
学習活動構造化方略 .18 .14 .20 .086 .016 .198 20.51
大学 -.06 .12 -.06 .003 .000 .007 0.63
行動的エンゲージメントTime 1 .25 .17 .22 .104 * .028 .211 24.73
*p <.05
注) RWの信頼区間（CI）および有意性の検定はブートストラップ（10000回）に基づく
Table 4　重回帰分析およびRelative Weight Analysisの結果
b β RW
Criterion: 行動的エンゲージメントTime 2（R 2 =.42, p <.001）
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よびTime 1 の行動的エンゲージメントのRWが
有意となった。今回の分析で説明されたTime 2の
行動的エンゲージメントの分散のうち、約32%を
積極的交流方略が、約25%をTime 1 の行動的エ
ンゲージメントが説明していることが示された。 
なお、重回帰分析の結果についても、Table 4に
併記した。分析の結果、積極的交流方略のみが
Time 2 の行動的エンゲージメントに対して正の
関連を示した。 
 
4. 考察 
 本研究の目的は、RWAを用いて、協同学習にお
ける動機づけ調整方略が行動的エンゲージメント
に与える相対的な影響力を明らかにすることであ
った。 
 
4.1 協同学習における動機づけ調整方略と行動
的エンゲージメントの関連 
 まず、本研究の分析によって説明されたら第 2
回目の調査における行動的エンゲージメントの分
散のうち、約3分の 1が積極的交流方略によって
説明されていた。やる気が低下した際に、お互い
に励ましあったり、協力したり、他者と積極的に
関わることによってやる気を調整する方略が、積
極的な学習行動において特に重要であることが示
された。また、重回帰分析においても、積極的交
流方略は行動的エンゲージメントに対して正の関
連を示しており、その重要性がうかがえる。 
次に、第 2回目の調査の行動的エンゲージメン
トの分散のうち、約 5分の1が第 1回目の調査時
の行動的エンゲージメントによって説明されてい
た。つまり、初めから積極的に協同学習に取り組
む学生は、後半においても積極的に取り組んでい
ることがうかがえる。しかしながら、この第1回
目の行動的エンゲージメントよりも、上述した積
極的交流方略の方がより多くの従属変数の分散を
説明していたことは特筆すべき点である。つまり、
最初から協同学習に対して積極的に取り組んでい
るかどうかということよりも、協同学習のなかで
積極的な交流を通して動機づけを調整しているか
どうかの方が、後の積極的な取り組みを促すため
に重要であると考えられる。なお、RWA におい
て、Time 1の行動的エンゲージメントは有意であ
るが、重回帰分析においては、有意な関連が示さ
れていない。こういった結果の不整合は、それぞ
れの分析の意味が異なることを示している。すな
わち、RWAは、当該の分析によって説明された分
散に対して、それぞれの独立変数が分散をどれだ
け説明するのかを検討することで、独立変数の従
属変数に対する相対的な重要性を明らかにする分
析である。一方で、重回帰分析は、それぞれの独
立変数が従属変数をどの程度予測するのか、その
影響力を明らかにする分析である。そのため、そ
れぞれの分析結果が全て整合するというわけでは
ない。 
さて、梅本他（2018）の重回帰分析においては、
積極的交流方略と行動的エンゲージメントとの間
には関連が示されておらず、一方で、義務感高揚
方略と行動的エンゲージメントとの間に正の関連
が示されている。これらは、本研究の結果とは異
なるものである。先行研究と本研究との結果のズ
レについては、測定方法の違いやサンプルによる
違いの可能性もあり、今後の研究の蓄積が必要で
あろう。また、梅本他（2018）では、重要回帰分
析において、動機づけ変数（自己効力感、内発的
価値）を統制変数として分析に加えている。その
ため、統制変数の選択などにも注意を払い、分析
を行っていくことが重要である。 
 
4.2 今後の課題 
 本研究におけるサンプル数は少ないため、結果
の一般化には注意が必要である。また、本研究に
おいてはサンプル数の問題もあり、2 つの大学の
学生を統合して分析を行ったが、今後の研究にお
いては、それぞれの授業の特徴や学習課題の特徴
を加味したうえでの詳細な分析が必要であろう。
そして、質問紙調査と合わせ、実際の協同学習場
面の観察や発話分析、インタビューなどにより、
より多面的に動機づけ調整プロセスについて検討
することが重要である。さらに、デジタルメディ
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アを用いた学習を対象として、プロンプトを用い
た動機づけ調整の支援について検討した
Daumiller & Dresel（2018）のように、今後は動
機づけ調整プロセスの促進や支援についても実証
的に検討していく必要がある。 
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